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人

件

費

（16年度普通会計決算）

歳出
191億69万9千円

人件費　41億2263万2千円
人件費率　21.6％
（15年度の人件費率）19.9％

（注）人件費は特別職と一般職に支
　　給される報酬、給料、職員手当、
　　共済費などの合計額です。

職
員
給
与
費

（17年度一般会計予算）

給与費総額
31億2879万9千円
（職員１人当たり給与費）
6,270千円

17年４月１日現在

職員手当
2億8578万3千円

期末・勤勉手当
8億1101万3千円

給　料
20億3200万3千円

（注）１　職員手当には退職手当を
　　　　含みません。
　　２　給与費は当初予算に計上
　　　　された額です。

（注）１　「平均給料月額」とは、各職種ごとの職員の基本
給の平均です。

　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と扶養手当、住
居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計し
たものです。

（注）　１　職員数は、給与条例に基づく給料表の級区分によります。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（注）　市立商業高校教員を除く。

職員の平均年齢、平均給料・給与月額

17年４月１日現在

一般行政職の級別職員数の状況

区　分

区　分 区　　　分

16
年
度

15
年
度

職　　員　　数　A 490人

特別昇給した職員数　B 66人

比　　　 率　B／A 13.5％

職　　員　　数　A 503人

特別昇給した職員数　B 67人

比　　　 率　B／A 13.3％

全職種

職 員 数
8 36 23 71 4 86 34 37 16
人 人 人 人 人 人 人 人 人

2.5 11.4 7.3 22.5 1.3 27.3 10.8 11.8 5.1構 成 比
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

１ 年 前
2.5 11.4 7.0 22.8 2.9 25.0 10.4 12.3 5.7
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

標準的な
職務内容

９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

部長

昇給期間の短縮

課長
課長
補佐

課長
補佐

係長 係長 主任 主事
主事
補

一般行政職 40歳７月 322,478 368,018

技能労務職 49歳９月 337,813 360,163

教　育　職 42歳３月 385,973 426,607

平均給料月額 平均給与月額平均年齢

円 円

各年４月１日現在

（注）　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を
100とした場合の給与水準を示す指数です。

ラスパイレス指数の状況

11　年 97.5 101.9

16　年 95.7 98.2

全国市平均能　代　市

17年４月１日現在

職員の初任給の状況

区　　　分

大学卒 170,700 184,400

高校卒 138,800 148,500

能　　　代　　　市

初　　任　　給 ２年後の給料
円 円

一般行政職

17年４月１日現在

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数区分 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満

大学卒 289,100 318,700 389,300

高校卒 236,600 296,600 330,900

高校卒 −　 −　 −　

中学卒 −　 −　 286,100

円 円 円

一般行政職

技能労務職

（注）　経験年数は、卒業後の換算年数です。採用前に民間企業などで勤務した場合は、
その期間を換算し採用後の勤務期間に加えています。
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